
 

船橋市発達支援児の保育観察の手続き等に関する要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定

する身体障害者手帳及び療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日付け

厚生省発児第１５６号）に規定する療育手帳等の交付の有無を問わず、心身

の発達において支援を要する児童（以下「発達支援児」という。）の支援の必

要性についての判断や、その他の受け入れを行うために必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 保育所等 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第

６項に規定する認定こども園、法第６条の３第９項に規定する家庭的保育

事業及び法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 
⑵ 保育観察 集団保育における児童の様子を観察することをいう。 

 （入所に関する手続き等） 

第３条 市立保育所主管課長は、入所に関する手続きにおいて、保育所等での

保育を行うにあたり支援が必要と思われる児童及び保護者と面談を行うもの

とする。 

２ 市立保育所主管課長は、前項の面談を行った児童のうち、保育観察が必要

な児童に対し、保護者の同意の上、原則、利用を希望する保育所等にて３日

間（児童の状況に応じて５日間）の保育観察を行うものとする。 

３ 前項に規定する保育観察は、船橋市健康保育研究協議会要綱第５条に規定

する船橋市健康保育研究協議会委員（以下「委員」という。）及び第５条に規

定する保育観察員（以下「観察員」という。）が行うものとする。 

４ 第２項に規定する保育観察が終了したときは、委員及び観察員は、速やか

に、次に掲げる年齢を目安にした当該各号に規定する別表を作成し、その他

市長が必要と認める書類によって、児童の心身の発達状況等について報告す

るものとする。 

 



 

⑴ ３歳未満児 別表－乳児１又は別表－乳児２ 

⑵ ３歳以上児 別表－幼児 

５ 市長は、第２項に規定する保育観察を実施していない場合においては第１

項に規定する面談内容、保育観察を実施した場合においては前項の報告結果

並びに医療機関又はその他関係機関（以下「医療機関等」という。）が発行す

る診断書及び報告書等に基づき、対象の児童について支援の必要性を判断す

る。 

６ 市長は、前項に定める判断が困難な場合には、船橋市健康保育研究協議会

（以下「協議会」という。）に諮問するものとする。 

７ 前項の場合において市長は、協議会の協議結果に基づき判断するものとす

る。 

８ 市長は、第５項または前項の判断結果について、保護者に通知を行うもの

とする。 

 （保育所等での受け入れ） 

第４条 保育所等は、発達支援児の受け入れを行うものとする。 

２ 保育所等は、発達支援児を受け入れる場合、その保育に必要な加配職員を

配置できるものとする。  

３ 第１項の規定に関わらず、保育所等で提供できる合理的配慮の実施に伴う

負担が過重であり、保育所等の運営に支障が生じると判断される場合はこの

限りではない。 

４ 保育所等の長（以下「保育園長」という。）は、在園する発達支援児の心身

の発達を促すため、保護者に対し助言を行うとともに、保護者の同意を得て、

医療機関等との連携の充実を図るものとする。 

（観察員） 

第５条 市立保育所主管課長は、保育観察を行うために、市立保育所の保育園

長及び看護師から各１２人以上を観察員として指定する。 

２ 市立保育所主管課長は、前項に規定する観察員に加え、必要に応じて市立

保育所主管課職員及び市立保育所職員を観察員として指定することができる。 

３ 市立保育所において指定された観察員の任期は１年とし、再任を妨げない。

ただし、観察員に欠員が生じた場合の補欠観察員の任期は、前任者の残任期

間とする。 



 

（在園児観察） 

第６条 市長は、現に保育所等を利用する児童のうち、保育を行うにあたり支

援が必要と思われる児童に対し、第３条第３項から第８項までの規定の例に

より、支援の必要性について判断するものとする。 

 （定期報告及び再観察） 

第７条 保育園長は、在園する発達支援児の状況について、定期的または必要

に応じて市立保育所主管課へ報告するものとする。 

２ 市立保育園主管課長は、前項に規定する報告を受けた児童のうち、再度の

保育観察（以下「再観察」という。）の必要があると思われる児童について、

委員及び観察員に再観察を依頼し、委員及び観察員は第３条第３項から第８

項までの規定の例により再観察を行うものとする。 

（支援の必要性の変更） 

第８条 市長は、前条第２項の再観察の報告を受け、心身の発達等により支援

の必要性について変更することができる。 

 

  附 則 

この要綱は、令和５年９月１日から施行し、令和６年４月１日以降入所児童の

入所手続きにおいて適用する。令和５年度入所までの入所手続きにおいては、

船橋市発達支援保育実施要綱に則り行うものとする。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は令和７年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和６年度以前に実施する、第３条、第６条及び第７条の保育観察につい

ては、なお従前の例によることができる。 

 （名称の変更） 

３ この要綱の名称は、「船橋市発達支援児の保育観察の手続き等に関する要

綱」とする。  



 

年   月   日 

 
船橋市長 あて 

 

保育観察に関する同意書 

 

保護者氏名：              

             

                      児 童 氏 名：                 
                    (生年月日   年  月  日) 

                                      

  私は、船橋市における上記児童の保育所等の入所に関する手続き

において、支援の必要性についての判断等を行うことを目的とした

下記事項に同意いたします。 

 

１．児童が保育所等での保育観察を受けること 

２．児童の発達状況等について確認するため、市職員が保護者と 

ともに医療機関等を訪問する場合があること 

３．船橋市健康保育研究協議会に保育の利用の適否及び支援の必

要性を諮問するにあたり、児童の面談時及び保育観察時の情

報等を提供する場合があること 

４．入所する保育所等に対し、面談時や保育観察時の情報等を提

供すること



 



 



 



 



 



 

 


